
V.児 童 自立支援施設調査結果 (平成 20年 12月 1日現在 )

1.施設の概要について

①設置主体別・運営主体別施設数

設置主体別・運営主体別施設数

設置主体 運営主体

施設数 構成比 (%) 施設数 構成比 (%)

1.都道府県
ｎ
ｖ
■
■ 84.5 ｎ

υ
■
■ 84.5

2.市町村 4 4
ａ
ｕ

3:社会福祉法人 2 3.4
０
乙 3.4

4.国 1 1

無回答 2 3.4 2 3.4

総数 58 100.0
０
０ 100.0

②施設認可定員、暫定定員

施設の認可定員数および暫定定員数

施設数
平均定員数
(人 )
標準偏差

認可定員
Ｅ
υ

ハ
υ

０
０

平成20年度の暫定定員 54 35.3
ｒ
υ
Ｏ
ι

※認可定員および暫定定員とも無回答施設を除いた集計。
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③設立年別・認可年別施設数

設立年別・認可年別施設数

施設設立年 施設認可年

施設数 構成比 (%) 施設数 構成比 (%)

～1945年
ハ
υ
“
十 84.5 53.4

1946～ 1950年 0 0.0
●
υ 10.3

1951ん 1955年
う
ι 3.4 2 3.4

1956～ 1960年 4
へ
υ 4 6.9

1961～ 1965年 1

７
′ 0 0.0

1966～ 1970年 0 0.0 1

1971～ 1975年 0 0.0 0 0.0

1976～ 1980年 0 0.0 0 0.0

1981～ 1985年 0 0.0 0 0.0

1986～ 1990年 0 0.0 0 0.0

1991～ 1995年 0 0.0 0 0.0

1996～ 2000年
＾
υ 0.0 0 0.0

2001～ 2005年 1 1

20064喜― 0 0.0 0 0.0

無回答 1 13 22.4

合計
０
０ 100.0

０
０ 100.0
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2.設備状況

①問 1ケア形態別の施設数および延ベユニット数等

ケア形態別の施設数および延ベユニット数等 (問 1)

②問 2国庫補助を受けて工事を行つた施設数

国庫補助を受けて工事を行つた施設数 (平成18年 4月以降)(間 2)

工事の内容 施設数
全施設数に
対する割合
(%)

創設工事 1 0.2

改築・増改築工事 2.2

アスベス ト除去修繕 1 0.2

その他 0.4

※平成18年 4月 から現在 (平成20年 12月 )までの間で工事が完了したもの。

③問3建物構造と耐震性の状況

ケア形態 施設数
全施設数
に対する
割合 (%)

延ベユニット数
又は延べ箇所数

施設当り平均ユニッ
ト数又は箇所数

夫婦制 18 31.0

交替制
ｎ
υ
り
０ 67.2

並立制
●
ι 3.4

小規模グループケア 4 6.9 10 2.50

建物構造と耐震性の状況 (間 3)

建物構造
震耐
準

新

基
2+分な
耐震性 麟け

補

を
震

事
定

耐

工
予

４
強
5補強等
の予定無
し

6耐震診
断未実施手が判甲

無回答 総数

鉄筋コンクリー ト造 6

生鉄骨造 9 5 2 1

1鉄骨鉄筋コンクリート造 7 1 1 4 5 1

コンクリートプロツク造 1 0 3 1

i木造 3 0 3

ブ レハ ブ又は フ レハ フ
縮 の建物

: 0 0 2 2 7

その他 0 0 3 3 3

朦回答 0 0 1 1 1 4

6数
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④間 4(1).1施設の敷地面積等の規模

敷地面積等の状況 (間 4(1).1)

施設数 勁
ｍ
標準偏差

敷地面積
Ｅ
υ 136,720 579,330

建築面積
０
０
メ
十 4,106 ■

■
ハ
υ
ａ
υ

う
０

延べ床面積
Ｏ
ι
Ｅ
υ 4,071 2,127

敷地内の屋外遊技場 41 61478 う
ι

う
０

※無回答施設を除いた集計。

敷地面積階級別の施設数 (間 4(1).1)

面積 施設数 構成比 (%)

-2000nド ハ
υ 0.0

2001-4000nイ 0 0.0

4001´Y6000ロバ 1
，
′

6001 rψ 8000nバ 0 0.0

8001-10000nパ 0 0.0

10001-12000n〆 0 0.0

12001 ni～
Ｅ
υ 94.8

無回答
Ｏ
ι 3.4

合計 100.0

建築面積階級別の施設数 (間 4(1).1)

面積 施設数 構成比 (%)

-1000nド 1

1001-2000Л r ０
０

2001-3000nド 22.4

3001-4000nバ 29.3

4001nド ー
ｎ
υ
Ｏ
ι

無回答 10 17.2

合計
晨
０ 100.0
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延べ床面積階級別の施設数 (間 4(1).1)

面積 施設数 構成比 (%)

-1000n百 0 0.0

1001-2000nド 2 3.4

2001γ 3000ボ 14 24.1

3001～4000ぽ
ａ
υ 27.6

4001～ 5000ぷ 19.0

5001r～
ｎ
υ 15.5

無回答 10.3

合計
Ｏ
Ｏ
Ｅ
υ 100.0

敷地内屋外遊技場の面積階級別の施設数 (間 4(1).1)

面積 施設数 構成比 (%)

～500耐 1

501-1000nド 1

７
′

1001-1500nパ 1 1.7

1501-2000n膚 2 3.4

2001-2500n〆
０
４ 3.4

2501-3000nド 1 1.7

3001ポ～ 33 56.9

無回答
，
′ 29.3

合計 58 100.0

⑤間 4(1).2最低基準に定められる設備

最低基準に定められる設備の床面積の状況 (間 4(1).2)

最低基準に定められる設備 施設数
室数又は
箇所数

1室あた
り床面積
(r)
標準偏差

1.児童用居室 52 882 16.4 5.4

2.浴室
●
ι
Ｅ
υ 198 10.5 6.9

3.便所
０
乙
Ｅ
υ

Ｏ
ι
う
０

Ｅ
υ 4.3

4:調理室 50
う
０
う
乙 36.2 56.3

5.静養室
ａ
Ｖ
つ
０ 120 12.7

公
Ｕ

6.医務室 41
■
■ 30.0 42.6

(再掲)静養室+医務室
０
０
Ｅ
Ｕ

●
Ｕ 17.6 26.9

※「医務室」は定員児童数30人 以上の施設の場合のみ。
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最低基準に定められる設備の必要度の状況 (間 4(1).2)

最低基準に定められる設備 1.必要
2.どちらか
といえば必
要

3.どちらで
もない

4.どちらか
といえば不
要

5不要 総数

1.児童用居室 54 0 0 0 0 54

2.浴室 54 0 0 0 0 54

3.便所 54 0 0 0 0 54

4.調理室 50 0 0 0 0 50

5.静養室 34 4 0 1 0 39

6.医務室 34 4
う
乙 0 0 40

(再掲)静養室+医務室 32 2 0 0 0 34

最低基準に定められる共有設備を有する施設数 (間 4(1).2)

最低基準に定められる設備 施設数
全施設数
に対する
割合 (%)

11児童用居室 2 3.4

2.浴室 3.4

3.便所
う
乙 3.4

4.調理室
う
０

Ｏ
ι

5.静養室
０
こ 3.4

6.医務室 2 3.4

(再掲)静養室+医務室 2 3.4
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⑥間4(1).3そ の他設備

その他の設備の床面積の状況 (間 4(1).3)

その他の設備 施設数
室数又は
,箇所数

1室あた
り床面積
(r)

標準偏差

1.食堂
Ｅ
Ｕ
“
■ ‖ 5 80.6 47.0

2.リ ビングルーム
●
ι

０
０ 61.2 32.9

3.心理療法室
０
０

０
乙 23.7 15.4

4,親子生活訓練室 24 43.4 23.5

5.通所部門 1

●
乙 10.(0 0.0

6:学習棟 (教室棟)
ａ
ｕ
”
十 434 337.6 710.3

7.洗濯室
う
０
う
０ 104 10.9 9.0

8.乾燥室
ｎ
υ

●
０
●
ι 13.8 11.3

9.プレイルーム 2 35.7 17.4

10.サンル■ム 0 0 0.0 0.0

その他の設備 (自 由記述分)の床面積の状況 (間 4(1).3)

その他の設備
(自由記述分)

施設数
室数又は
箇所数

1室あた
り床面積
(耐 )

標準偏差

事務室
Ｏ
ι
●
ι

０
０
ｎ
υ 30

●
∠

学習室 50 40

倉庫
０
０
■
■ 14

施設長室
０
０ 30

う
０

相談室 8
ｎ
υ

ｎ
ｖ
う
０

ｎ
υ
う
０

体育館
０
０

公
Ｕ
Ｅ
υ
Ｅ
υ

И
■

集会室 10 192
う
乙

その他 (通路、廊下、階段等)
´
Ｕ
う
０

う
０

り
ι

宿直室 6 20
う
０

設備 (機械室、ポイラー室等)
ａ
ｕ

ｎ
Ｖ

う
ι

洗面所
●
υ

７
′

う
乙

会議室 4 4 44 ●
ι

図書室 4
И
■

ハ
υ
う
０

Ｅ
υ

書庫
う
０

０
０ 10

調理室 3
ｎ
υ 20

総数
ｎ
υ
■
■ 406 84

う
０

※自由記述された設備名のうち、主なものを集計した。
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その他の設備の必要度の状況 (間 4(1).3)

その他の設備 1.必要

2.どちらか
といえば必
要

3.どちらで
もない

4.どちらか
といえば不
要

｀
5.不要 総数

1.食堂 43 0 0 0 0 Ｅ
υ
■
■

2:リ ビングルーム
う
０
う
ι

０
乙 0 0 0

０
４

3.心理療法室 14 3 0 0 0 18

4.親子生活訓練室 10 1 0 0 0

5.通所部門 0 1 0 0 0 1

6.学習棟 (教室棟) 39 0 0 0 0
′
十

7.洗濯室
う
乙 0 0 0 0 う

０
う
０

&乾燥室 ０
０ 0 0 0 0 9

9.プレイルーム 1 1 0 0 0
●
ι

10.サンルーム 0 0 0 0 0 0

その他の設備 (自 由記述分)の必要度の状況 (間 4(1).3)

その他の設備
(自 由記述分 )

1.必要

2.どちらか
といえば必
要

3:どちらで
もない

4.どちらか
といえば不
要

5.不要 総数

事務室 34
ご
ｕ 0 0 0 40

学習室 8
う
こ 0 0 0

倉庫 l 0 0 0
う
０

施設長室 9 0 0 0 0 9

相談室 7 0 0 0 0
０
０

体育館 0 0 0 0 8

集会室 0 0 0 0

その他 (通路、廊下、階段等) 8 0 0 0 0
０
０

宿直室 0 0 0 0

設備 (機械室、ポイラー室等) 8 0 0 0 0
０
０

洗面所 6 0 0 0 0

会議室 4 0 0 0 0 4

図書室
う
０ 0 0 0 0 4

書庫
う
０ 0 0 0 0

う
０

調理室 4 0 0 0 0 4

※自由記述された設備名のうち、主なものを集計した。
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その他の設備の共有設備を有する施設数 (間 4(1)13)

その他の設備 施設数
全施設数
に対する
割合 (%)

1.食堂 1

2.リ ビングルーム 1

3.心理療法室 0 0.0

4.親子生活訓練室 0 0.0.

5.通所部門 0 0.0

6.学習棟 (教室棟) 0 0.0

7.洗濯室 0 0.0

8.乾燥室. 0 0.0

9.プレイルーム 0 0.0

10.サンルーム 0 0.0

その他の設備 (自由記述分)の共有設備を有する施設数 (間 4(1).3)

その他の設備
(自 由記述分)

施設数

全施設数
に対する
割合 (%)

自活訓練室 1
，
′

※共有設備を有すると回答があつた具体的名称のみを表記した。

⑦間 4(2)通所部門における設備

通所部門を有している施設の床面積の状況 (問 4(2))

通所部門の内訳 施設数
室数又は
箇所数

1室あた
り床面積
(r)

標準偏差

ロッカ=室
1

Ｏ
ι 10 0

相談室 1 4 14 0

総数 2
虔
υ 2

通所部門を有している施設の必要度の状況 (間 4(2))

通所部門の内訳 1、 必要

2どちらか
といえば必
要

3.どちらで
もない

4どちらか
といえば不
要

5.不要 総数

ロッカー室 0
●
ι 0 0 0 2

相談室 1 0 0 0 0 1
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通所部門を有している施設の共有設備を有する施設数 (間 4(2))

通所部門の内訳 施設数

全施設数
に対する
割合 (%)

ロッカー室 0 0.0

相談室 1
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③間4(3).1所管先別の学習棟 (教室棟)を有する施設

所管先別の学習棟 (教室棟)を有する施設数 (間 4(3).1)

所管先 :施設数
全施設数
に対する
割合 (%)

1.児童自立支援施設 40 69.0

2.学校 4 6.9

3.その他 0 0.0

無回答 14 24.1

合計 58 100.0

⑨間 4(3).2学習棟における設備

学習棟 (教室棟)を有している施設の床面積の状況 (間 4(3).2)

学習棟 (教室棟)の内訳 施設数
室数又は
箇所数

1室あた
り床面積
(耐 )

標準偏差

教室 41
り
ι
●
乙

０
０
う
０

ご
Ｕ

音楽室
Ｅ
υ

′
十
Ｅ
υ 20

理科教室 32 40 38
虔
Ｕ

学習室
■
■ 44

図書室
７
′
●
ι

Ｏ
ι

０
０
う
０

０
乙

便所
●
乙 80

ａ
υ

医務室
う
０

う
０
●
ι

●
４

７
′

事務室
ａ
ｕ

０
乙 41

相談室
Ｅ
υ 20

０
０

０
０

家庭科室 i4 44 14

会議室 14 14 50
ｎ
υ

施設長室 14
Ｅ
０

０
０
う
乙

美術室 13
Ｅ
０ 36

教材準備室
０
０ 8

総数 417 741
Ｅ
υ
И
■

ｎ
υ
Ｅ
υ

※自由記述された室もしくは設備名のうち、主なものを集計した。
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学習棟 (教室棟)を有している施設の必要度の状況 (間 4(3).2)

学習棟 (教室棟)の内訳 1:必要

2.どちらか
といえば必
要

3.どちらで
もない

4.どちらか
といえば不
要

5.不要 総数

教室 54 Q 0 0 0
ａ
υ
Ｅ
υ

音楽室 32 2 0 0 0 36

理科教室 34 2 1 0 0 39

学習室
虔
υ 2 3 0 0 43

図書室
Ｅ
Ｕ
０
４ 1 0 0 0

う
ι

便所 28 0 0 0 0 34

医務室
う
０
●
ι 0 0 0 0 う

０
う
乙

事務室 22 0 0 0 0 23

相談室 16 1 0 0 0 18

家庭科室 i3 0 0 0 0 14

会議室
う
０ 0 0 0 0 14

施設長室
う
０ 0 0 0 0 14

美術室
う
０ 0 1 0 0 14

教材準備室 0 0 0 0
う
０

※自由記述された室もしくは設備名のうち、主なものを集計した。

・学習棟 (教室棟)における設備を共有する施設数

※設備を共有する施設は無からた。

⑩問5各居室における面積、定員、在籍児童数等の状況

居室における居室面積、定員数、在籍児童数など (問5)

ケア形態 施設数

1室当り居室面積 1室当り居室定員数 1室当り在籍児童数
居室定
最轟言
り居室

平均
(ポ/室 )

標準偏差
均
室
平
〃 標準偏差

平均
(人/窒 )

標準偏差
平均
(ボ/人 )

標準偏差

夫婦制、交替制、並立制

嗜ヽ規模グループケア 2 56 2

※居室面積には居室内の専用部分 (トイレ・浴室等)は含まれていない。
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①問6児童の部屋割り方法の考え方について

児童の部屋割り方法の考え方 〔年齢について〕 (問 6.1)

年齢について : 施設数 構成比 (%)

1.同年齢層が同室になるこ
とを基本

1 l.7

2.異なる年齢層が同室にな
るこ1と を基本

Ｅ
υ

´
υ

０
０

3.1と 2を組み合わせること
を基本

10 17.2

4.特にル■ルを設けていな
い

38 65.5

無回答 4
ａ
υ

総数 58 100.0

児童の部屋割り方法の考え方 〔性別について〕 (問 6.2)

性別について 施設数 構成比 (%)

1.全員男女別の部屋割りを
基本      : ‐

う
ι
■
■ 72.4

2.ある程度の年齢から男女
別の部屋割りを基本

1

７
′

3.特にルニルを設けていな
い                      .

Ｅ
υ

公
Ｕ

０
０

無回答 10 17.2

総数 58 100.0

児童の部屋割り方法の考え方 〔男女別の部屋割りを行う年齢〕 (間 6.2)

施設数
平均
(歳 )
標準偏差

児童の部屋割り方法の考え方 1

※「ある程度の年齢から男女別の部屋割り」と回答した施設 (無回答除く)。

児童の部屋割り方法の考え方 〔1室あたり人数について〕 (間 6.3)

1室あたりの人数について 施設数 構成比 (%)

1.中学生以上は個室 0 0.0

2.高校生以上は個室 0 0.0

3.特にルールを設けていない
う
０ 53.4

4.個室は考えていない
７
′ 29.3

無回答 10 17.2

総数
０
０
こ
υ 100.0
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Ⅵ .母子生活支援施設調査結果 (平成 20年 12月 1日現在 )

1.施設の概要について

①設置主体別・運営主体別施設数

設置主体別・運営主体別施設数

設置主体 運営主体

施設数 構成比 (%) 施設数 構成比 (%)

1.都道府県 10
■
■ 1 0.4

2.市町村 124
Ｅ
υ

ａ
ｕ

う
０

Ｅ
υ
０
４

3.社会福祉法人 102
う
０

●
ι
“
十 164 68.0

4.財団法人
う
乙 0.8 4

5,その他
う
乙 10 4.1

無回答 0 0.0 1 0.4

総数 241 100.0 241 100.0

②指定管理者制度

指定管理者制度導入施設数

指定管理者制度導入済み施設の指定前の受託状況

施設数 構成比 (%)

1.受託 していた 42 ４０
乙

，
′

2.受託 していなかった
Ｏ
ι

総数 58 100.0

※指定管理者制度導入済み施設のうち、受託状況に8施設が無回答であつた。

施設数
全施設数に
対する割合
(%)

1.導入済み
＾
υ
ａ
υ 27.4

2.導入予定 4
７
′

指定管理者制度導入済み施設の指定期間

施設数 平均 (年 ) 標準偏差

指定期間 66 4.3
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③施設認可定員、暫定定員

施設の認可定員数および暫定定員数

④設立年別 口認可年別施設数

設立年別・認可年別施設数

施設数
平均定員数
(人 )
標準偏差

認可定員 241 20.7 10.0

平成20年度の暫定定員
■
■ 15.0 8.6

※暫定定員は無回答施設を除いた集計。

施設設立年 施設認可年

施設数 構成比 (%) 施設数 構成比 (%)

ん1945年
′
↓
う
０ 14.1 6

う
乙

1946～ 1950年 54 22.4
公
υ 27.0

1951～ 1955年 56 23.2 ｎ
υ
公
Ｕ 28.6

1956～ 1960年
α
Ｕ

■
■

０
０

Ｅ
υ

1961～ 1965年
公
υ

り
乙

う
乙 5.0

1966ん 1970年
う
０ 5.4 4.6

1971～ 1975年
う
０ 5.4

●
ι 5.0

1976～ 1980年 10 4.1 10 4.1

1981～ 1985年 4.6 6
Ｅ
υ

●
乙

1986～ 1990年
Ｅ
０ 2.1 4

1991γ 1995年
Ｅ
Ｕ

う
乙

う
０

1996-20004平
０
乙 4

2001～2005年 4.6 10 4.1

2006年～ 4
Ｅ
υ

０
乙

無回答
Ｅ
υ

う
乙

ａ
υ

う
乙

合計 241 100.0 241 100.0

58



2.設備状況

①問 1ケア形態別の施設数および延ベユニット数等

小規模分園型 (サテライト型)母子生活支援施設の施設数 (間 1)

施設数
全施設数
に対する
割合 (%)

小規模分園型
(サテライト型)‐
母子生活支援施設  有

4.6

小規模分園型
(サテライ ト型)
母子生活支援施設  無

214 ０
０

０
０
０
０

無回答
α
υ

総数 241 100.0

②問 2国庫補助を受けて工事を行つた施設数

国庫補助を受けて工事を行つた施設数 (平成18年 4月 以降)(問 2)

工事の内容

本園

小規模分園型
(サテライ ト型)
母子生活支援施設

施設数
全施設数
に対する
割合 (%)

施設数
全施設数
に対する
割合 (%)

創設工事 4 0.8 1 0.2

改築・増改築工事 9
０
０ 0 0.0

アスベス ト除去修繕 2 0.4
ハ
υ 0.0

その他 2.2
ハ
υ 0.0

※平成18年 4月 から現在 (平成20年 12月 )までの間で工事が完了したもの。
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③問3建物構造と耐震性の状況

建物構造 と耐震性の状況 (間 3)

「小規模分園型 (サテライ ト型)母子生活支援施設」部分の建物等の所有状況 (間 3)

建物等数 構成比 (%)

1.賃貸施設 14 58.3

2.貴法人による新たな整備
(所有施設 )

0 0.0

3.既存住宅等の買取
(所有施設 )

0 0.0

無回答 10 41,7

総数 24 100.0

(本国〉

建物構造
震

一

耐

準

新

基
2+分な
耐震性 赫師

4耐震補
強工事を

予定

5補強等
の予定無
し

診
施
震
実
耐
未
ａ
断

無回答 総 数
補強等未実

一̈一1鉄筋コンクリー ト遣 9 7

と鉄骨造 9 0 1 8 9 0

〕鉄骨鉄筋コンクリート造 4 1 1 2 7 9 0

:コ ンクリートプロック遺 0 5 1 1 2

'本
造 7 0 3 2

,フ レ́ハ フ又 1ま フ レハ フ
機 の建物

1 0 0 0 2 2 0 3

フその他 0 0 0 0 5 5 1000 0 5

熙回答 0 0 0 0 0 1

総数 11

〈小規模分園型 (サテライト型)母子生活支援施設〉

建物構造
1新耐震
基準
2+分な
耐震性

31耐震補
強済み

4耐震補
強工事を
予定

5補強等
の予定無,し
6耐震診
断未実施

無回答 総数
補強等未実
儒

施数割合
lll

1鉄筋コンク リー ト遺 8 0 0 2 2 0

2鉄骨造 0 0 0 0 6 6 6

〕鉄骨鉄筋コンク リー ト造 ! 0 0 0 0 0 0 1

1コ ンクリートプロック造 0 0 0 0 0 0 0

'本
造 0 0 0 0 0 0 0

,フ レハフ又はフレハフ
機の建物     ´ 0 0 0 0 0 0

7その他 0 0 0 0 0 0 0

騰回答 0 0 0 0 0 1 1

総数 9 0 0 8 8 7

60



④間4.1施設の敷地面積等の規模<「本国」部分>

「本国」部分における敷地面積階級別の施設数 (間 4.1)

面積 施設数 構成比 (り

-2000nド ０
０

公
υ

2001-4000nド
，
′

７
′

う
ι

4001-6000n〆 10 4.1

6001-8000nf 1 0.4

8001～ 10000ぷ 0 0.0

10001-12000nド 0 0.0

12001 nκ ～ 2 0.8

無回答 10 4.1

合計 241 100.0

「本国」部分における建築面積階級別の施設数 (間 4.1)

面積 施設数 構成比 (%)

～1000ポ ａ
υ 73.0

1001-2000n′ 35 14.5

2001-3000nバ ０
４ 0.8

3001-4000nκ 0 0.0

4001ポ～
●
乙 0.8

無回答
う
４ 10.8

合計 241 100.0

「本国」部分における敷地面積等の状況 (間 4.1)

施設数
平均 .

(請 )
標準偏差

敷地面積
う
０
●
ι 2,798 14,736

建築面積
Ｅ
０

●
ι 1,018 4,333

延べ床面積
０
０

０
４ 2,100 9,202

敷地内の屋外遊技場
う
０

Ｏ
ι
´
υ 4,752

※無回答施設を除いた集計。
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「本園」部分における延べ床面積階級別の施設数 (間 4.1)

面積 施設数 構成比 (%)

～1000ポ 75

10011じ 2000n″ i22 50.6

2001ん3000ポ
〓
υ

Ｏ
ι

公
Ｕ

3001´■4000nバ
う
０

０
乙

4001～ 5000r 1 0.4

5001耐～
●
乙 0.8

無回答
う
０
●
４

Ｅ
０

ｎ
ｖ

合計 241 100.0

「本国」部分における敷地内屋外遊技場の面積階級別の施設数 (間 4.1)

面積 施設数 構成比 (%)

～500r 59 24.5

501´‐1000mド 26 10.8

1001-1500nド 5 2.1

1501´Y2000n` 2 0.8

2001´ψ2500nバ 0 0.0

2501-3000ぷ 0 0.0

3001r～ 1 0.4

無回答 148 61.4

合計 241 100.0
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⑤間 4.2最低基準に定められる設備<「本国」部分>

「本国」部分における最低基準に定められる設備の床面積の状況 (間 4.2)

最低基準に定められる設備 施設数
室数又は
箇所数

1室‐あた
り床面積
(ぷ )

標準偏差

1.母子室 226 41508 27.5 42.7

2.集会・学習室
ｎ
ｖ
り
ι
Ｏ
乙

ｒ
υ
Ｏ
乙
つ
０ 46.9 24.5

3`調理場 105
う
ι 13.9 12.2

4.浴室
０
０
■
■

Ｅ
υ
０
４ 9,0

5.便所
ハ
υ
Ｏ
Ｏ

０
０

■
■ 8.0

ａ
υ

6.静養室
Ｅ
υ

公
Ｕ 15.2

7.医務室
ハ
υ
Л
臀 40 14.2 12.0

(再掲)静養室+医務室 241
ご
じ
ハ
υ
Ｏ
乙 15.0

う
０

8.保育室
う
０
●
ι

う
０ 36.7 25.7

※「医務室」は定員児童数30人以上の施設の場合のみ。

「本国」部分における最低基準に定められる設備の必要度の状況 (間 4.2)

最低基準に定められる設備 1必要
2.どちらか
といえば必
要

3.どちらで
もない

4どちらか
といえば不
要

5.不要 総数

1.母子室
ハ
υ
ｎ
ι 4 0 0 3 214

2.集会・学習室
Ｅ
υ
ハ
υ
Ｏ
ι

０
０ 0 0 2 215

3.調理場 86 1 0 100

4.浴室 131
Ｏ
υ

う
０ 3 ７

′
′
十

5.便所 178
■
０ 0 0 1 184

6.静養室
Ｏ
Ｏ
●
ι

Ａ
υ

う
ι 4 0 り

０
Ｅ
υ

7.医務室 31 3 2 1 1 38

(再掲)静養室+医務室 21
う
０ 0 1 0 Ｅ

υ
●
ι

B.保育室
●
ι 1 0 1

う
ι
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「本国」部分における最低基準に定められる共有設備を有する施設数 (間 4.2)

最低基準に定められる設備 施設数
全施設数
に対する
害1合 (%)

1.母子室 2 0.8

2.集会 口学習室
Ｅ
υ
力
督 18.7

3:調理場
う
乙 5.0

4.浴室
う
ι
う
０ 13.3

5.便所
う
０ 16.2

6.静養室
０
０
う
乙 11.6

7.医務室 5.4

(再掲)静養室+医務室 34 14.1

8.保育室
ハ
υ

ｎ
υ

⑥間 4.3その他設備<「本国」部分>

「本国」部分におけるその他の設備の床面積の状況 (問 4.3)

その他の設備 施設数
室数又は
箇所数

1室あた
り床面積
(面 )

標準偏差

1.食堂
ａ
Ｕ

公
Ｕ 22.6 7.3

2.リ ビングルーム
“
■

Ｅ
０ 23.2 15.2

3.ショートステイ室
ｎ
υ

Ｏ
ι 32.9 15.5

4.心理療法室
ｎ
υ
И
十

う
乙
Ｅ
υ 15,9

5.病児病後児保育室 19.1 10.7

6.母子家庭子育て支援室
公
υ 18.8 10.4

7.緊急保護 (母子)室 104 170 26.9 9.3

8.事務室
う
０
●
‘
０
こ

ハ
Ｖ
Ｏ
こ
０
こ 33.0 16.3

9.休憩室 32
り
乙
う
０ 18.4

ｎ
υ

10.職員更衣室
り
０ 10.3

０
０
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「本国」部分におけるその他の設備 (自 由記述分)の床面積の状況 (間 4.3)

その他の設備
(自 由記述分 )

施設数
室数又は
箇所数

1室あた
り床面積
(r)

標準偏差

相談室
底
υ 75 12.9 5.9

倉庫 50 203 12.4 8.1

宿直室 48 49 19.0 7.6

事務室 41 51 22.7 18.2

洗濯室 31 73 10.2 5.9

そめ他 (通路、廊下、階段等)
０
∠ 64 28.9 38.4

応接室
う
０ 14.9

■
，
Ｅ
υ

会議室‐
う
０

う
０ 22.5

公
υ

設備 (機械室、ポイラT室等) 26 9.0
　ヽ　　・（̈一̈̈
一̈一））

６

総数 369 694 19.0 23.5

※自由記述された設備名のうち、主なものを集計した。

「本国」部分におけるその他の設備の必要度の状況 (問4.3)

その他の設備 1.必要
2.どちらか
といえば必
要

3.どちらで
もない

4.どちらか
といえば不
要

5:不要 総数

1.食堂 4 1 1 0 0

2.リ ビングルーム 2 1 0 0 0 4

3.シ ョー トステイ室
ａ
υ 1 0 0 1

ハ
υ

4.心理療法室 44 0 0 0 0 ｎ
ｖ
Л
仕

5.病児病後児保育室 10 0 0 0 0

6.母子家庭子育て支援室
う
０

う
ι 0 0 0

Ｅ
υ

7,緊急保護 (母子)室 う
０
ハ
υ 4 0 0 l 104

8.事務室
ｎ
υ 1 0 0 2 223

9.休憩室 30 1 0 0 0
●
乙
う
０

10.職員更衣室
Ｅ
υ 7 1 0 1 63
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「本国」部分におけるその他の設備 (自由記述分)の必要度の状況 (間 4.3)

その他の設備
(自由記述分)

1.必要

2.どちらか
といえば必
‐ 要
&どちらで
もない

4.どちらか
といえば不
要 |

5.不要 総数

相談室
■
■

う
０ 0 0 0

亡
０
Ｅ
υ

倉庫
´
υ
Ｅ
Ｕ 1 0・ 0 0 60

宿直室 、 45 1 0 0 1 48

事務室 38
０
‘ 2 0 1

公
υ
′
や

洗濯室
う
０
●
４ | 0 0 33

その他 (通路、廊下、階段等) 30 4 0 0 0 ｒ
υ
う
０

応接室
ｎ
υ

う
‘ 0 0 0 13

会議室
ｎ
υ

う
ι 1 0 0 13

設備 (機械室tボイラ‐室等)
ｒ
υ
う
０
う
０ 38 4 2

●
ι

０
０
ハ
υ
′
叶

※自由記述された設備名のうち、主なものを集計した。

「本国」部分におけるその他の設備の共有設備を有する施設数 (間 4.3)

:その他の設備 施設数
全施設数
に対する
割合 (%)

1:食堂 2 0.8

2.リ ビングルーム 1 0.4

3.シ ョー トステイ室 2 0.8

4.心理療法室 8
●
０

5.病児病後児保育室
“
守

6:母子家庭子育て支援室 0 0.0

7.緊急保護 (母子)室
う
０

8.事務室
０
０

Ｅ
υ

７
′

9.休憩室 2 0.8

10.職員更衣室 2.5
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「本国」部分におけるその他の設備 (自 由記述分)の共有設備を有する施設数 (間 4.3)

その他の設備
(自 由記述分 )

施設数
全施設数
に対する
害J合 (%)

相談室
Ｅ
υ

●
ι

倉庫 3
●
乙

宿直室
０
乙 0.8

事務室
り
０

り
ι

洗濯室 8
う
０

その他 (通路、廊下、階段等)
う
０ 5.4

応接室 1 0.4

会議室 1 0.4

設備 (機械室tポイラー室等) 3
●
乙

※自由記述された設備名のうち、主なものを集計した。

⑦間4.4施設の敷地面積や基本設備等の状況
<「小規模分園型 (サテライト型)母子生活支援施設」部分>
「小規模分園型 (サテライ ト型)母子生活支援施設」部分における敷地面積や基本設備等の状況 (間 4.4)

基本的な設備等 施設数 分園数 平均 標準偏差

敷地面積 (ボ ) 10 3,440 8,371

建築面積 (ポ ) 9 378 228

延べ床面積 (耐 ) 7 7 696

母子室 (r) “
■

台所 (r) 2 2

浴室 (ヶ所 ) 2 1

便所 (ヶ所 ) 4 4 12

※無回答施設を除いた集計。

※台所、浴室、便所は母子室内のものを除く。

「小規模分園型 (サテライ ト型)母子生活支援施設」部分における敷地面積階級別の分園数 (問 4.4)

面積 分園数 構成比 (%)

～250ぷ 2 0.8

251-500h`

501-750nド 4

751-1000ポ 0 0.0

1001～ 耐 1 0.4

無回答
０
４

合計 241 100.0
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「小規模分園型 (サテライト型)母子生活支援施設」部分における建築面積階級別の分園数 (間 4.4)

面積 分園数 構成比 (%)

-200nバ 0.8

201-400雨 4

401rじ 600甫 1 0.4

601-300r 2 0.8

無回答 232

合計 241 100.0

「小規模分園型 (サテライ ト型)母子生活支援施設」

面積 分園数 構成比 (%)

～200ぷ 1 0.4

201ん400ボ 1 0.4

401～600扇 2 0.3

601-800nf 1 0.4

801-1000nr 1 0.4

1001～ 耐 1 0.4

無回答 234

合計 241 100.0

部分における延べ床面積階級別の分園数 (間4.4)

「小規模分園型 (サテライ ト型)母子生活支援施設」部分におけるその他の設備の床面積の状況 (間 4.4)

その他の設備 施設数 分園数
室数又は
箇所数

1室あた
り床面積
(ぷ )

標準偏差

1.食堂 0 0 0 0 0

2.リ ビングル■ム 1 1 2
■
■ 0.0

「小規模分園型 (サテライ ト型)母子生活支援施設」部分における

その他の設備 (自 由記述分)の床面積の状況 (間 4.4)

その他の設備
(自 由記述分)

施設数 分園数
室数又は
箇所数

1室あた
り床面積
(耐 )

標準偏差

事務室 6 6 26.0 6.1

学習室
●
４

う
ι 2 ０

乙
“
■ 3.0

集会室 1 1 46.0 0.0

倉庫 1 1 4 0.0

乳幼児室 1 1 1 42.3 0.0
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③問5各居室における面積、部屋の数、居室設備等の状況

居室における居室面積、定員数、入所者数など (問 5)

ケア形態 施設数

1室当り居室面積 1室当り部屋の数 1室当り居室定員数 1室当り入所者数
居室定員数当り居室

面積

均
室
平
” 標準偏差

平均
(人 /室 )

標準偏差
平均
(人 /室 )

標準偏差
平均
(人/室 )

標準偏差
平均
(ボ/人 )

標準偏差

本国 〈大合、中舎、小舎) 225

小規模分園型
(サテライ ト型)
母子生活支援施設

9 1 7

※居室面積には居室内の専用部分 (トイレ・浴室等)は含まれていない。

居室設備 (間 5)

居室設備
本国

小規模分園型
,

(サテライト型)
母子生活支援施設

居室数 構成比 (%) 居室数 構成比 (%)

1.台所のみ 620 17.6 1 2.2

2.浴室のみ 0 0.0 0 0.0

3.便所のみ
Ｏ
υ 0.3 0 0.0

4.台所と浴室 0 0.0 0 0.0

5.台所と便所 900 25.6
ハ
υ 0.0

6.浴室と便所 0.5
ハ
υ 0.0

7.台所と浴室と便所 1,855 52.7 44 97.8

8.いずれも設置なし
Ｏ
ι 0.8

ハ
υ 0.0

無回答
ｎ
υ
０
０

Ｅ
υ

う
４

ハ
υ 0.0

総数 3,519 100.0 〓
υ
′
■ 100.0

母親の年齢区分 (問 5)

母親の年齢区分
本園

小規模分園型
(サテライ ト型 )
母子生活支援施設

居室数 構成比 (D 居室数 構成比 (%)

1.20歳未満
７
′
う
０ 0 0.0

2.20～ 29歳 684 19.4 20.0

3.30～ 39歳 1,675 47.6 42.2

4.40～ 49歳 ｎ
ｖ
０
４ 26.4 17.8

5.50～ 59歳 ●
０
う
０

０
０ 1 2.2

6.60歳以上 8 0.2
ハ
υ 0.0

無口答
う
０
こ
υ

Ｅ
０

０
０ 17.8

総数 3,519 100.0 45 100.0
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